
平成２３年度

財　　務　　諸　　表

（第８期事業年度）

自　平成２３年４月  １日
至　平成２４年３月３１日

国立大学法人　高知大学



（単位：千円）

【資産の部】

Ⅰ 固定資産

　　１ 有形固定資産

土地 26,020,623

建物 21,447,473

　減価償却累計額 △ 7,063,368

　減損損失累計額 △ 3,244 14,380,860

構築物 2,215,666

　減価償却累計額 △ 1,089,041 1,126,624

機械装置 575,594

　減価償却累計額 △ 431,446 144,147

工具器具備品 16,995,951

　減価償却累計額 △ 11,545,993 5,449,958

図書 3,322,995

美術品・収蔵品 31,371

船舶 36,980

　減価償却累計額 △ 31,461 5,518

車輌運搬具 65,067

　減価償却累計額 △ 47,510 17,557

建設仮勘定 225,355

有形固定資産合計 50,725,012

　　2 無形固定資産

特許権 6,738

借地権 590

商標権 321

ソフトウェア 7,461

特許権仮勘定 43,314

電話加入権 1,515

無形固定資産合計 59,942

　　3 投資その他の資産

長期前払費用 102

投資その他の資産合計 102

固定資産合計 50,785,057

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 2,778,402

未収学生納付金収入 23,991

　徴収不能引当金 △ 564 23,427

未収附属病院収入 2,711,666

　徴収不能引当金 △ 64,749 2,646,917

未収入金 760,737

有価証券 4,000,000

たな卸資産 9,914

医薬品及び診療材料 113,095

前払費用 4,014

未収収益 950

流動資産合計 10,337,459

資産合計 61,122,516

貸 借 対 照 表

（平成２４年３月３１日）



【負債の部】

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

 　資産見返運営費交付金等 1,387,421

 　資産見返補助金等 1,378,016

 　資産見返寄附金 561,001

 　資産見返物品受贈額 3,161,228

　 建設仮勘定見返運営費交付金 69,451

　 建設仮勘定見返施設費 146,454

   特許仮勘定見返運営費交付金 4,788

   特許仮勘定見返補助金 185

　 特許仮勘定見返寄附金 1,370 6,709,916

国立大学財務・経営センター債務負担金 2,758,835

長期借入金 3,635,720

退職給付引当金 65,085

資産除去債務 143,110

長期リース債務 216,442

固定負債合計 13,529,111

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 1,270,883

寄附金債務 1,679,346

前受受託研究費等 307,980

前受受託事業費等 6,462

前受金 20,465

預り科学研究費補助金等 172,543

預り金 176,684

一年以内償還予定国立大学財務・経営センター債務負担金 494,640

一年以内返済予定長期借入金 304,355

未払金 2,786,986

未払費用 235,981

未払消費税等 12,901

賞与引当金 98,585

リース債務 613,305

流動負債合計 8,181,121

負債合計 21,710,233

【純資産の部】

Ⅰ 資本金

政府出資金 26,546,151

　 資本金合計 26,546,151

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 15,651,814

損益外減価償却累計額 △ 8,644,908

損益外減損損失累計額 △ 3,244

損益外利息費用累計額 △ 23,213

　 資本剰余金合計 6,980,448

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 4,345,455

教育研究運営改善積立金 850,606

積立金 461,159

当期未処分利益 228,462

（うち当期総利益） ( 228,462 ）

利益剰余金合計 5,885,684

　　　純資産合計 39,412,283

負債純資産合計 61,122,516



（単位：千円）
経常費用

業務費
教育経費 1,299,386
研究経費 1,281,175
診療経費
　 材料費 5,749,062
　 委託費 623,800
　 設備関係費 2,149,810
　 研修費 3,639
　 経費 594,653 9,120,967
教育研究支援経費 393,932
受託研究費 549,697
受託事業費 219,800
役員人件費 88,227
教員人件費
　 常勤教員給与 6,983,760
　 非常勤教員給与 206,164 7,189,925
職員人件費
　 常勤職員給与 6,127,613
　 非常勤職員給与 1,894,711 8,022,325 28,165,438

一般管理費 860,212
財務費用

支払利息 205,466
為替差損 42 205,509

雑損 3,260
経常費用合計 29,234,420

経常収益
運営費交付金収益 8,778,900
授業料収益 2,738,655
入学金収益 388,444
検定料収益 101,350
施設費収益 37,946
附属病院収益 14,734,676
受託研究等収益（国及び地方公共団体からの受託） 135,310
受託研究等収益（他の主体からの受託） 426,373
受託事業等収益（国及び地方公共団体からの受託） 91,138
受託事業等収益（他の主体からの受託） 129,723
補助金等収益 377,089
寄附金収益 558,076
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 254,790
資産見返補助金戻入 207,350
資産見返寄附金戻入 102,347
資産見返物品受贈額戻入 31,809
特許仮見返交付金戻入 2,292 598,589

財務収益
受取利息 5,277
有価証券利息 4,287 9,564

雑　　益
財産貸付料収入 116,282
農場・演習林収益 19,977
センター試験実施料収益 11,831
その他雑益 198,845 346,937
経常収益合計 29,452,777

経常利益 218,356

臨時損失
固定資産除却損 206
損害賠償金 4,315 4,522

臨時利益
固定資産売却益 50
徴収不能引当金戻入益 10,055
資産見返物品受贈額戻入 206
その他臨時利益 4,315 14,628

当期純利益 228,462
前中期目標期間繰越積立金取崩額 -                      
当期総利益 228,462

損 益 計 算 書

（平成２３年４月１日-平成２４年３月３１日）



（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 9,986,353

人件費支出 △ 15,375,179

その他の業務支出 △ 552,029

運営費交付金収入 10,152,047

授業料収入 2,681,059

入学金収入 381,817

検定料収入 101,350

附属病院収入 14,702,147

受託研究等収入 455,350

受託事業等収入 229,627

その他の収入 451,520

預り科学研究費補助金等の増減額 88,568

補助金等収入 961,149

補助金等の精算による返還金の支出 △ 12,075

寄附金収入 649,687

　　　　小　計 4,928,687

国庫納付金の支払額 -                   

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,928,687

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 11,800,000

有価証券の償還による収入 12,000,000

定期預金の預入れによる支出 △ 7,853,500

定期預金の払戻しによる収入 7,200,000

有形固定資産の取得による支出 △ 3,445,042

無形固定資産の取得による支出 △ 20,803

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 100                

施設費による収入 257,998

　　　　小　計 △ 3,661,246

利息及び配当金の受取額 8,736

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,652,510

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 668,826

長期借入金の返済による支出 △ 261,390

国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出 △ 535,981

リース債務等の返済による支出 △ 841,202

　　　　小　計 △ 969,747

利息の支払額 △ 207,510

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,177,258

Ⅳ 資金に係る換算差額 －

Ⅴ 資金増加額 98,918

Ⅵ 資金期首残高 1,825,983

Ⅶ 資金期末残高 1,924,902

キャッシュ・フロー計算書

（平成２３年４月１日-平成２４年３月３１日）



（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 228,462,460

当期総利益 228,462,460

Ⅱ 利益処分額

積立金 214,444,102

国立大学法人法第35条において準用する
独立行政法人通則法第44条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

 　教育研究運営改善積立金 14,018,358 14,018,358 228,462,460

　利益の処分に関する書類



（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 28,165,438

一般管理費 860,212

財務費用 205,509

雑損 3,260

臨時損失 4,522 29,238,943

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 △ 2,738,655

入学料収益 △ 388,444

検定料収益 △ 101,350

附属病院収益 △ 14,734,676

受託研究等収益 △ 561,684

受託事業等収益 △ 220,862

寄附金収益 △ 558,076

資産見返寄附金戻入 △ 102,347

財務収益 △ 9,564

雑益 △ 216,491

臨時利益 △ 14,628 △ 19,646,781

業務費用合計 9,592,161

Ⅱ 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 854,585

損益外固定資産除却相当額 3,979 858,564

Ⅲ 損益外減損損失相当額 -                     

Ⅳ 損益外利息費用相当額 3,131

Ⅴ 引当外賞与増加見積額 △ 37,756

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 79,391

Ⅶ 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料
による貸借取引の機会費用 2,260

政府出資等の機会費用 333,735 335,996

Ⅷ 国立大学法人等業務実施コスト 10,831,488

　国立大学法人等業務実施コスト計算書

（平成２３年４月１日-平成２４年３月３１日）



（重要な会計方針）
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
　　原則として、期間進行基準を採用している。なお、退職一時金については費用進行基準を、また、
  「特別経費」及び「特殊要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に
  従い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用している。
　　また、「国立大学法人高知大学業務達成基準取扱要領」に基づき学長の承認を得た事業については、
　業務達成基準を採用している。

２．減価償却の会計処理方法
(1) 有形固定資産
　　定額法を採用している。
　　耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用、受託研究収入等により購入した償却資産に
　ついては当該受託研究等の期間を耐用年数としている。
　　主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

　　　　建　　　　　物　 　 ４～５０年
　　　　構　　築　　物　    ８～６０年
　　　　機　械　装　置　　　３～　７年
　　　　工具 器具 備品 　　 ２～２０年
　　　　船          舶      ５～１３年
　　　　車 輌 運 搬 具 　　 ４～  ７年
　　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用
　等（国立大学法人会計基準第８９）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資
　本剰余金から控除して表示している。
(2) 無形固定資産
　　定額法を採用している。
　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいている。
 
３．引当金の計上基準
(1) 徴収不能引当金
　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
　債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
(2) 賞与引当金及び見積額の計上基準
　　賞与引当金は、翌事業年度以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への賞与の支払い
　に備えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上している。
　　また、上記以外の役員及び教職員の賞与については、翌事業年度以降の運営費交付金により財源措置

がなされるため 賞与引当金は計上していない　がなされるため、賞与引当金は計上していない。
　　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当
　外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。
(3) 退職給付引当金及び見積額の計上基準
　　運営費交付金で財源措置されない職員に対して、当期末における自己都合要支給額の100%を計上して

　いる。
　　なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人会

　計基準第３５に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 満期保有目的債券
　　償却原価法（定額法）
(2) その他有価証券
　　時価のないもの
　　移動平均法による原価法

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　医薬品及び診療材料
　　　　評価基準　　　　低　価　法
　　　　評価方法　　　　移動平均法
　　ただし、当面の間、評価方法は 終仕入原価法による。
　　貯蔵品
　　　  評価基準　　　　低　価　法
　　　  評価方法　　　　 終仕入原価法

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
　いる。

７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
　　近隣の地代や賃借料を参考に計算している。



(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
　　決算日における１０年もの国債の利回りを参考に決定している。
 
８. リース取引の会計処理
　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法
　に準じた会計処理によっている。
 
９．消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

 （重要な会計方針の変更）
　　当事業年度に「国立大学法人高知大学業務達成基準取扱要領」を策定し適用している。
　　これは、特定のプロジェクトについて、業務等の達成度に応じて財源として予定されていた運営費交付
　金債務の収益化を進行させることにより、期間損益計算の一層の適正化を図るため実施したものである。
　　これにより、運営費交付金収益、経常利益及び当期総利益がそれぞれ786,124千円減少している。

 （注記事項）

１．貸借対照表関係
(1) 引当外退職給付引当金の見積額　　　　　　　　　　　　　　　　 11,604,657千円
(2) 引当外賞与引当金の見積額            　　　　　　　　　　　      659,751千円
(3) 債務保証の総額               　　                             3,253,476千円
(4) 担保に供している資産
    土地                                                          3,022,457千円
    建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,477,059千円
　  担保提供資産に対応する債務残高　                     　       3,940,075千円
(5) 利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
　　①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の
　　額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
　　　附属病院に関する借入金の元金償還額の累計　　　　　　　　　  6,994,007千円
　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計　　　　　　　2,163,043千円
　　　利益剰余金に与える影響額（差引き）　　　　　　　　　　　　　4,830,964千円
　　②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈
　　額戻入が二重になっていることによるもの

法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち 対応する資産の減価償却費が診療経費に　　　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に
　　分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計　　　　　　546,909千円
　　③国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの
　　出資でなく譲与としたことによるもの　　　　　　　　　　　　      405,727千円
　　④国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医療品及び診療材料について、国か
　　らの出資でなく譲与としたことによるもの　　　　　　　　　　　    177,406千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  5,961,008千円

２．損益計算書関係

(1) 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
　  ①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の
　  額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
　　  附属病院に関する借入金の元金償還額　　　　　　　　　　　　　　797,371千円
　　  当該借入金により取得した資産の減価償却費　　　　　　　　　　  467,469千円
　　  当期総利益に与える影響額（差引き）　　　　　　　　　　　　　　329,901千円
　  ②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈
　  額戻入が二重になっていることによるもの
　　  法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に
　  分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額　　　　　　　　    2,473千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  332,375千円

３．キャッシュ･フロー計算書関係
(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
　      現金及び預金勘定       　　2,778,402千円
        定期預金　　　　　　　 　  △853,500千円
　      資金期末残高           　　1,924,902千円
(2) 重要な非資金取引
　  ①現物寄附の受入による資産の取得
　　 　 工具器具備品       　         62,717千円
        図書                           4,272千円
　　 　 合計　　               　　   66,990千円
　  ②ファイナンス・リースによる資産の取得
　　　  工具器具備品　　      　   　 12,390千円



４．固定資産の減損
　　該当なし

５．重要な債務負担行為
　　当事業年度末時点における重要な債務負担行為は、以下のとおりである。

６．金融商品関係
(1) 金融商品の状況に関する事項
　　当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達については
　国立大学財務・経営センターからの借入れに限定している。
　　資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づき、
　公債及び投資適格以上の社債のみを保有しており株式等は保有していない。また、未収附属病院収入は、
　債権管理細則に沿ってリスク管理を行っている。
　　国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部科
　学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施している。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

一年以内 一年超

高知大学（医病）病棟新営その他工事 (株)竹中工務店 3,032,400 1,082,060 1,940,890

高知大学（医病）病棟新営その他電気設備工事 栗原工業(株) 1,071,000 10,710 1,060,290

高知大学（医病）病棟新営その他機械設備工事 菱和・斎久特定建設工業協同企業体 1,911,000 15,290 1,894,660

高知大学（医病）病棟新営エレベーター工事 フジテック(株) 156,240 156,240

高知大学（岡豊）基幹・環境整備（自家発電設備）設計業務 (株)総合設備コンサルタント 7,980 7,980

契約名称 契約の相手方 契約金額
翌期以降支払金額

（単位：千円）

（単位：千円）

貸借対照表
計上額(*1)

時価(*1) 差額(*1)

（１）投資有価証券及び有価証券

　　　その他の有価証券 4,000,000 4,000,000 －

（２）現金及び預金 2 778 402 2 778 402 －

　　(*1) 負債に計上されているものは、(  )で示している。
　　(*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除している。
　（注）金融商品の時価の算定方法
　　 (1)投資有価証券及び有価証券
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。
　　 (2)現金及び預金、並びに(3)未収附属病院収入
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。
　　　なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込額等により、
　　　時価を算定している。
　　 (4)国立大学財務・経営センター債務負担金、(5)長期借入金及び(6)リース債務
　　　　これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に
　　　想定される利率で割り引いて算定する方法により算定している。なお、国立大学財務・経営センタ
　　　ー債務負担金については一年以内償還予定額を、長期借入金については一年以内返済予定額を、リ
　　　ース債務については長期リース債務を、それぞれ含んでいる。
　　 (7)未払金
　　　　短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額による。

　　　その他の有価証券 4,000,000 4,000,000 －

（２）現金及び預金 2,778,402 2,778,402 －

（３）未収附属病院収入 2,711,666

　　　　徴収不能引当金(*2) △ 64,749

2,646,917 2,646,917 －

（４）国立大学財務・経営センター債務負担金 (3,253,476) (3,575,116) 321,640

（５）長期借入金 (3,940,075) (3,977,615) 37,540

（６）リース債務 (829,748) (841,526) 11,777

（７）未払金 (2,786,986) (2,786,986) －



７．賃貸等不動産関係
　　当法人は、高知県において、賃貸等不動産を保有しているが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しい
　ため、注記を省略している。

８．資産除去債務関係
(1) 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
　  ①当該資産除去債務の概要
　　　石綿傷害予防規則等に伴う建物のアスベスト除去費用等である。
　　②当該資産除去債務の金額の算定方法
　　　使用見込期間を残存耐用年数に応じて24年～29年と見積り、割引率を2.228%～2.2628%を使用して
　　資産除去債務の金額を計算している。
　　③当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

(2) 資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
　　該当なし

９．重要な後発事象
　　該当なし
 
１０．その他
　　貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び国立大学法人等業務実施コスト計算書の
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

変動の内容 当事業年度における総額の増減

期首残高 139,979千円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円　

時の経過による調整額 3,131千円　

資産除去債務の履行に伴う減少額 －千円　

期末残高 143,110千円　




